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ABSTRACT: In ocean areas, utilization of ocean bottom seismographs (OBSs) is effective for the quick 

detection of the occurrence of an earthquake, and thus it is useful for allowing Earthquake Early Warnings 

(EEW) to be issued earlier. However, careful handling of these data is required because the installation 

environment of OBSs may be different from that of land stations. Tonankai OBSs were put into operation in 

October 2008 by JMA for the prompt detection of earthquakes occurring in and around the anticipated 

rupture area of the Tokai and the Tonankai earthquake. In this study, we examined travel-time correction and 

magnitude correction to utilize Tonankai OBSs for EEW. Instead of the JMA2001 velocity model, we used a 

velocity structure model estimated from previous surveys around the Tonankai OBSs region. The travel time 

calculated from the velocity structure was longer than that from JMA2001 by 0-3 seconds for earthquakes 

whose epicentral distance is less than 100 km. These travel-time corrections caused the territory boundaries 

of OBSs to change by about one grid (0.1 degrees). Also, we showed that Meew
(S) at Tonankai OBSs estimated 

from the maximum amplitude of whole wave duration was generally larger than Mj by about 0.6. The 

difference of magnitude difference can be explained by site-effects. In conclusion, we found that it is 

effective to use the correction methods in this study for utilizing OBSs for EEW. 

１ はじめに 

緊急地震速報は，震源に最も近い観測点が地震波

を検知した段階から，震源とマグニチュードを迅速

に求め，距離減衰式と地盤増幅度から地震動の推定

をおこない，揺れに見舞われると予想される地域に

対して情報を発表するものである（Hoshiba et al., 

2008, Kamigaichi et al., 2009）．地震波の到達から短

い時間，少ない観測点での限られたデータから震源

要素を推定するため，気象庁の地震観測網（多機能

型地震計，原田，2007）約 200 点と，独立行政法人

防災科学技術研究所の高感度地震観測網（以下

Hi-net，Okada et al., 2004）約 800 点を用いて，次の

ような処理を行なっている．震源は，地震波を検知

した観測点が 1～2 点の時には，B-Δ法（Odaka et al., 

2003，束田・他，2004）と主成分分析法（気象研究

所地震火山研究部，1985），テリトリー法という手法

を用い，検知した観測点が 3～5 点になると，グリッ

ドサーチ法を用いて推定される（Kamigaichi, 2004）．

さらに，即時震源決定処理（Horiuchi et al., 2005）の

着未着法や，地震活動等総合監視システム（EPOS）

による自動震源の結果も震源推定に併用される．マ

グニチュードは，気象庁観測点の変位振幅が得られ

た場合には P 波から S 波到達前までの最大振幅を用

いる P 波 M と，波形全体の最大振幅を用いる全相 M

とを，時間の経過とともに使い分けて推定し

（Kamigaichi, 2004，明田川・他，2010，清本・他，

2010），得られない場合には Hi-net の速度波形振幅

からマグニチュードを推定する．
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このように緊急地震速報において，震源とマグニ

チュードは，地震波を検知した観測点数に応じてよ

り信頼性の高い手法で決定され，データの増加や時

間の経過とともに逐次更新される．すなわち，緊急

地震速報の猶予時間をより長くするためには，震源

に近い場所で地震の発生をより早く検知することが

重要である．しかし，海域を震源として発生する地

震では，震源近傍に観測点が存在しないため，地震

発生から地震波の検知までに時間を要する．例えば，

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分 18.12 秒に発生（破壊が

開始）した東北地方太平洋沖地震（Mw9.0，Hirose et 

al., 2011）において，緊急地震速報は，石巻大瓜観

測点で P 波を 46 分 40.2 秒に最初に検知した後，5.4

秒後の 46 分 45.6 秒に第 1 報の予報，8.6 秒後の 46

分 48.8 秒に第 4 報で警報が発表されている（Hoshiba 

et al., 2011）．初期の破壊が小規模であったという条

件のもと（Hoshiba and Iwakiri, 2011），トリガ検知か

ら予報の発表までは迅速であったものの，地震発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後，陸上の石巻大瓜観測点で地震を検知するまでに

22 秒を要している．ここでもし，震源域直上にケー

ブル式海底地震計が設置されていたならば，情報発

表にさらに 10～20 秒の猶予を加えることができた

ことになる．また，震源直上に観測点があることは，

震源決定精度の向上にもつながるであろう．緊急地

震速報へのケーブル式海底地震計の活用は，海溝型

地震の早期検知に対する最も有効な手段である． 

海底地震計を地震の速報のために用いるという考

えは，古くは伯野・高橋（1972）による「10 秒前大

地震警報システム」に既に記述がある．これは，相

模湾から房総半島南岸にわたる地域で発生する海溝

型巨大地震の P 波を海底地震計で捉え，東京に揺れ

が到達する前に情報を発表するという構想であった．

約 40 年を経た現在，東南海 OBS（齋藤，2007）は，

緊急地震速報への利用を想定して整備された最初の

海底地震計である．東南海 OBS は，想定東海・東南

海地震をターゲットとして，気象庁により東海・東

南海沖に設置されたケーブル式常時海底地震観測シ

ステム（地震計 5 点，津波計 3 点）であり，2008 年

10 月より運用を開始（気象庁，2008），2009 年 8 月

から海底地震計として初めて，緊急地震速報への利

用を開始している（気象庁，2009．2012 年 3 月現在，

B-Δ法・主成分分析法以外の震源決定処理とマグニ

チュード推定処理に利用している）． 

海底地震計は，地震波速度の遅い未固結堆積層上

に設置されているなど，陸域の観測点と設置環境が

異なる．これらの違いが緊急地震速報の処理に与え

る影響を検討することは，緊急地震速報の精度向上

のために重要である．東南海 OBS については，運用

開始から約 3 年半が経過し，現在までに検討に必要

なデータの蓄積がなされつつある．本論文では，東

南海 OBS を緊急地震速報に利用するにあたっての

走時およびマグニチュードの補正について検討し，

現在の処理に導入する際の影響について考察を行う． 

 

２ 走時補正の検討 

2.1 手法 

東南海 OBS は，東海・東南海地震の想定震源域の

南東縁に設置されている．この利用により，緊急地

震速報（警報）の発表要件である観測点 2 地点での

地震検知は，東南海 OBS を利用しない場合と比較し
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Fig. 1 Station map of Tonankai OBSs (above) and 
distribution of time reduction to detect an earthquake at 
two stations by using OBSs (below). Red triangles 
indicate Tonankai OBSs. Areas enclosed by the broken 
line represent the anticipated rupture area of the Tokai, 
Tonankai and Nankai earthquake. 
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て海域の地震で最大 15 秒程度短縮されることにな

る（Fig. 1）．ただし，海底地震計では，設置深度に

より走時が早まる影響や海底の未固結堆積層により

走時が遅れる影響，あるいは，陸域との速度構造の

違いによる影響などが，初動の検出時刻に影響する

と考えられる．走時補正値の推定には，震源決定時

の走時残差を観測点ごとに評価する手法が広く用い

られる．震源が真の場所であれば，理論走時と観測

走時との差は観測点の補正値とみなすことができる

が，観測網の端に位置する東南海 OBS 周辺では，震

源の精度が低い場合があり，震源決定時の走時残差

から補正値を評価することが難しい．そこで本稿で

は，地震活動度の低い東南海 OBS 周辺において，こ

れらの走時への影響を見積もるため，東南海 OBS

各地点の周辺における確からしい速度構造を仮定し

て，気象庁の震源決定処理に用いられる一元化速度

構造（JMA2001，上野・他，2002）との走時差を比

較することで走時補正値の検討を行った．まず，東

南海 OBS 各観測点周辺の速度構造として，周辺海域

で過去に行われた屈折法・広角反射法による速度構

造探査の結果（Nakanishi et al., 1998, Nakanishi et al., 

2002a）より観測点直近の速度構造を抽出し，東南海

OBS 付近での平均的な一次元速度構造を仮定した

（Fig. 2）．ただし，設置深度による影響や表層の未

固結堆積層による影響など，ごく浅い構造の影響は

観測点毎に異なることから，別途観測点補正値とし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て求めることとした．仮定した一次元速度構造では，

深さ 4km 以浅を Vp=3.0km/s で一定としている．初

めに，仮定した速度構造で走時計算を行い，JMA2001

との走時差を共通の走時補正値として求めた．次に，

観測点毎に与える補正値を以下のように推定し，共

通の補正値に加えた．設置深度の影響は，Vp=3.0km/s

で設置深度分を鉛直入射する波の走時を差し引いて

補正した．堆積層の影響は，堆積層内の P 波速度を

Vp=1.8km/s として，先に仮定した Vp=3.0km/s との

堆積層の厚さ分の走時差を加えることで補正した．

堆積層の厚さは，東南海 OBS いずれかの観測点から

の震央距離 100km 以内で発生した M3.0 以上の地震

63 個（Fig. 3）について，波形記録中から P 波と，

堆積層下面で P 波が S 波に変換した PS 変換波（Fig.4）

を検測し，PS-P 時間から観測点毎に推定した．鉛直

入射すると仮定した P 波と S 波の走時差より，PS-P

時間（Tps）と堆積層の厚さ（H）は次式で表される． 
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Fig. 2 P-wave velocity structure model used for 
calculating travel time correction (solid black line). 
Gray lines denote velocity structures derived from 
Nakanishi et al.(1998) and Nakanishi et al. (2002a), 
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以下の解析では，堆積層中の速度構造は，Vp=1.8km/s，

Vp/Vs=3.0（気象研究所地震火山研究部，2005）と仮

定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 結果 

仮定した構造（Fig. 2）は，陸域の構造探査等を参

照して決定された JMA2001 と比較すると，深さ

15km を境として，地震波速度が深い場所では速く，

浅い部分では遅い構造となっている．これは，深い

場所では海洋性プレートの影響，浅い場所ではプレ

ート境界より浅部の付加帯の影響を受けるためであ

る．そのため，理論走時の差は，特に浅部において

震央距離に応じた走時差が顕著となる（Fig. 5）． 

設置深度と直下の堆積層の影響は，前述のとおり

観測点毎に推定した．設置深度の影響による補正値

を Table 1 に，堆積層の影響による補正値を Table 2

に示す．ここで，東南海 3 は PS-P 時間が他の観測点

より短いが，東南海 3 の波形記録では，P 波が鉛直

入射せず，P 波と PS 変換波の分離が不明瞭であった．

そのため，他の観測点より PS-P 時間の読み取り精度

は劣るが，東南海 3 は海底地形の高まっている場所

に位置しており，他の観測点より堆積層が薄くなっ

ていることが示唆される． 

観測点毎の補正値を加えた全体の走時差を地図上

に表示すると，Fig. 6 のようになる．ここでは観測

点間の補正値の差が最も大きい東南海 3 と東南海 5

について，深さ 10km と 50km での走時差を示した．

このように，走時差は浅いほど震央距離に応じて大

きく変化し，遠いほど走時が早まる傾向になるが，

特に緊急地震速報においてその観測点が受け持つと

期待される半径 100km 以内の領域においては，0～3

秒走時が遅くなる． 

 

2.3 考察 

2.3.1 テリトリー領域の変化 

仮定した速度構造下での走時を東南海 OBS に適

用した場合，緊急地震速報の震源決定処理に与える

影響を考察する．地震波の到達が 1～2 点の観測点で

検出された際には，現地処理手法である B-∆法・主 
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Fig. 5 Comparison of P-wave travel time distribution 
(left panels) and P-wave velocity structure model (right 
panels) based on (a) a hypothetical structure and (b) 
JMA2001. (c) Travel-time difference between 
hypothetical structure and JMA2001. 

Table 2 Travel-time corrections for sedimentary layer. 
 

Station 
Average of  

PS-P time 
Standard 

deviation 
Pick num. 

Thickness of  
 sedimentary layer 

P-wave  
 correction

Tonankai 1 1.45 s 0.22 32 1.31 km +1.09 s 

Tonankai 2 1.19 s 0.27 32 1.07 km +0.89 s 

Tonankai 3 0.29 s 0.16 28 0.26 km +0.22 s 

Tonankai 4 0.79 s 0.15 49 0.71 km +0.59 s 

Tonankai 5 1.35 s 0.15 48 1.22 km +1.02 s 

 

Table 1 Travel-time corrections for installation depth of 
stations. 
 

Station Altitude P-wave correction 

Tonankai 1 -2068m -0.69s

Tonankai 2 -2010m -0.67s 

Tonankai 3 -1000m -0.33s 

Tonankai 4 -1836m -0.61s 

Tonankai 5 -1019m -0.34s 
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成分分析法とともに，テリトリー法が用いられる．

これは，ある任意の場所で地震が発生した場合に，

どの観測点に一番に検知されるかをボロノイ領域と

して観測点に関連づけるものであり，初めに地震波

を検知した観測点の受け持つ領域内に震源が存在す

ることを示している（Kamigaichi, 2004）．なお，こ

の段階では，震源の深さは 10km で固定されている．

走時補正を加えた場合の東南海 OBS のテリトリー

を Fig. 7 に示す．緯経度方向に 0.1 度のグリッドご

とに，補正後のテリトリーを塗り分けて示しており， 

補正によって変化したグリッドを赤四角で囲んでい

る．補正を行うことで，テリトリー領域は，東海・

東南海地震の想定震源域内で縮小し，OBS 間でも補

正値の差により変化するが，いずれも変化量は 1 グ

リッド（0.1°）程度であり，1～2 点検知時での震源

決定処理の精度を考慮すると，補正値が与える影響

は小さいと考えられる． 
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Fig. 7 Distribution of territory grid of Tonankai OBSs. 
Square marks with red frames denote grids rearranged 
by travel time correction. 
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2.3.2 グリッドサーチへの影響 

地震波の到達が 3～5 点の観測点で検出された場

合には，グリッドサーチ法により震源が推定される

（Kamigaichi, 2004）．グリッドサーチでは， 

 

  (2) 

で表される観測点間の相対走時残差（R）を最小と

するグリッドを，水平方向に 0.1°，深さ方向に最大

4 パターンの深さにおいてサーチする．ここで，i，

j は観測点，  は観測点 i への観測走時，  は観

測点 i への理論走時である．相対走時残差を用いる

ことで，地震の発震時刻を考慮せず 3 点でも計算が

可能となる．  

(a) Grid search with corr.  (b) Grid search without corr.  (c) JMA catalogue 

Fig. 8 Hypocenter distributions determined by the grid search method. Hypocentral location determined by grid 
search method (a) with travel time correction by five stations. (b) Without travel time correction. (c) Hypocentral 
location of the JMA catalogue. 

(a) with corr. ← without corr. (b) with corr. ← JMA catalogue (c) without corr. ← JMA catalogue 

Fig. 9 Comparison of hypocenters. (a) Comparison between grid search with travel 
time correction and grid search without the correction. (b) Comparison between 
grid search with the correction and the JMA catalogue. (c) Comparison between 
grid search without the correction and the JMA catalogue. The arrow denotes the 
horizontal difference of epicenters and the color denotes the difference in the depth 
direction. 

Change of the depth direction 

 →：become deep 

 →：with no change ( 10km)

 →：becomes shallow 

Fig. 10 Time series of depth distribution of earthquakes 
of the JMA catalogue in a rectangular area of Fig. 8(c). 
The red broken line indicates Oct. 2008, when JMA 
started to use Tonankai OBSs data for hypocenter 
determination. 
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グリッドサーチ法における走時補正値の影響を調

べるため，2008 年 10 月以降の一元化検測値より東

南海 OBSの検測値が含まれる地震について P波の検

測時刻を抽出し，近接 5 点でのグリッドサーチを行

った．ただし，震源の位置を詳細に比較しやすいよ

うに，ここではグリッドを水平方向に 0.01°刻みと

し，深さは 10，20，40，60km の 4 パターンとした．

グリッドサーチの結果を Fig. 8 に，それぞれの震源

の違いを Fig. 9 に示す．東南海 OBS よりも陸よりの

領域，すなわち東海・東南海地震の想定震源域内に

ついては，補正前後で推定された震源位置はほぼ変

わらず，概ね一元化震源とも一致する結果となった．

これに対して，東南海 OBS よりも海側の海溝軸付近

では，沖に離れる方向への震源の移動量が大きい地

震がある．これらの多くは，グリッドサーチに利用

する観測点が東南海 OBS5 点のみとなった場合であ

り，Fig. 9(c)の未補正のグリッドサーチと一元化震

源の比較にもみられるように，観測点配置が偏るこ

とにより，沖合では海溝軸に直交する方向に対して

震源決定精度が低くなることが原因である．加えて，

走時補正値が震央距離により変化し，遠い場所ほど

走時を早める傾向（Fig. 5 参照）にあるため，観測

走時を説明しうるグリッドが増えることも要因の 1

つとして考えられる．ただし，震源の深さに着目す

ると，2004 年紀伊半島南島沖の地震の余震域で，補

正により震源が浅く決まる傾向が明瞭に見られる  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Fig. 9(a),(b)）．紀伊半島南東沖の余震については，

一元化震源においても東南海 OBS のデータを利用

し始めた 2008 年 10 月以降，それまでより震源が 10

～20km ほど深く決まるようになったことがわかっ

ている（Fig. 10）．また，自己浮上式海底地震計を利

用した震源決定では，震源の直上に地震計を設置す

ることから深さの精度が高くなるが，紀伊半島南島

沖の地震の余震の深さは概ね 10～30km 程度と，一

元化震源と比較してもより浅いことが知られている

（Sakai et al., 2005，山崎・他，2008）．グリッドサ

ーチにおいて，走時補正値は海溝軸付近の地震の深

さをより確からしい深さへと浅くする効果がある． 

 

３ マグニチュード補正の検討 

3.1 手法 

緊急地震速報のマグニチュード（以後，Meew）推

定には，気象庁観測点における加速度波形を積分し

て機械式 1 倍強震計相当（周期 6 秒，減衰定数 0.55）

の変位波形とし，ベクトル的に合成した，3 成分合

成変位波形が用いられる（Kamigaichi, 2004）．Meew

には，P 波から S 波到達前までの最大振幅を用いる

P 波 M（以後，Meew
(P)）と，波形全体の最大振幅を

用いる全相 M（以後，Meew
(S)）とが存在し（明田川・

他，2010，清本・他，2010），それぞれ次式で求めら

れる． 
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P 波 M（Meew
(P)）： 

 
0.72 M logA 1.2 log R 5.0 10

R 5.0 10 D 0.46
(3) 

全相 M（Meew
(S)）： 

 
M logA log ∆ 1.1 10 ∆ 7.0

10 D 1.8 
(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，A は 10μm 単位の最大振幅，R は震源距離

（km），∆は震央距離（km），D は震源の深さ（km）

である．P 波マグニチュードへの S 波混入の影響を

避けるため，Meew
(P)は実際には P 波から S-P 時間の

0.7 倍までのタイムウィンドウで推定される（干場・

他，2010）． 
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Fig. 13 Noise spectra and waveform of acceleration records for one hour from 03:00 on July 3, 2011 at the 
Tonankai 1, Donet 02 and ISE stations. The area with yellow hatch lines represents the frequency range where the 
noise of Tonankai OBS is large. The peak seen in 0.2-0.3Hz shows microseisms recorded at OBS. 

Fig. 14 Examples of three dimensional vector summation of the displacement before and after applying the filter 
(M4.8, Δ=150km and M6.5, Δ=93km), and spectra of acceleration of both events at Tonankai 5. 

0.000

0.033

0 20 40 60 80 100 120

Lapse time from origin time (s)

max= 0.033
0.000

0.011

0 20 40 60 80 100 120

Lapse time from origin time (s)

max= 0.011

0.00

1.48

0 20 40 60 80 100 120

Lapse time from origin time (s)

max= 1.476 0.00

1.44

0 20 40 60 80 100 120

Lapse time from origin time (s)

max= 1.440

cm
cm

cm
cm

10−4

10−3

10−2

10−1

100

101

102

F
ou

rie
r 

S
pe

ct
ru

m
 (

cm
/s

/s
)*

s

10−2 10−1 100 101

Frequency (Hz)

2011/7/24 M4.8 ∆=150km

2009/8/11 M6.5 ∆=93km

P P

PP

S S

S S

50μm

50μm

Applying filter 

X

Y

Z

M4.8 

M6.5 



緊急地震速報における東南海海底地震計活用のための走時補正・マグニチュード補正の検討 

- 77 - 

東南海 OBS での Meew の補正の必要性を検討する

ため，2009 年 2 月以降に発生した地震のうち，東南

海 OBS での 3 成分合成変位波形の最大振幅が 50μm

を超える地震を抽出した．50μm とは実際の緊急地

震速報の M 計算に用いられる下限値（明田川・他，

2010）である．このうち，別地震が混在するものや，

S/N の悪いものを除外し，45 個の地震（Fig. 11）に

ついて，観測点毎の Meew を推定した．P 波の到来時

刻は波形記録中から読み取り，S 波の到来時刻は P

波の到達時刻に理論 S-P 時間を加えた値とした．東

南海 OBS の Meew とともに，その周辺の陸上の観測

点（Fig. 12）についても Meew の推定を行い，気象庁

の一元化震源の M（Mj）との比較を行った． 

 

3.2 東南海 OBS に見られる長周期ノイズとその除

去 

ここで，Meew の推定を行う前に，東南海 OBS の加

速度波形に見られる長周期ノイズについて触れてお

く．東南海 OBS の加速度記録を見ると，周辺の地上

の観測点（例えば，ISE）や，周辺の他の OBS（例

えば，DONET02）と比較して，異常な長周期ノイズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が含まれていることがわかる（Fig. 13）．ノイズ波形

のスペクトルを比較すると，0.1Hz よりも長周期側

で他の加速度計の記録よりもノイズが大きくなって

いる．このノイズは東南海 OBS 全点に共通してみら

れ，周辺の陸上の観測点や他の OBS にはみられない．

ノイズの原因については現在調査中とのことである

が，機器ノイズである可能性が高い．マグニチュー

ドの推定のために変位波形へと積分する際にこの長

周期ノイズが問題となるため，本稿では，変位波形

に変換する前に 0.05Hz のハイパスフィルタ（2 次の

バターワースフィルタ）をかけることでこのノイズ 
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を除去し，マグニチュード推定に用いることとした．

東南海 5 における，2009 年 8 月 11 日の駿河湾の地

震（M6.5，∆=93km）と，2011 年 7 月 24 日の三重県

南部の地震（M4.8，∆=150km）のフィルタ適用前後

の 3 成分合成変位波形を Fig. 14 に示す．小振幅時に

は，ハイパスフィルタにより長周期ノイズが除去さ

れ，適切な振幅が得られていることが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，大振幅時には長周期側のシグナルを落として

しまうおそれがあるが，M6.5 の地震についても，フ

ィルタを適用しても 3 成分合成変位波形の最大振幅

にほとんど差がないことがわかる． 

 

3.3 結果 

観測点毎の Meew
(S)と Mjとの比較を Fig. 15， Fig. 16

に示す．陸上の観測点の Meew
(S)が気象庁の一元化震

源の M（Mj）とほぼ一致するのに対し，東南海 OBS

の Meew
(S)は Mj よりも平均で 0.6 ほど大きくなる．ま

た，Meew
(S)と Mj との差は，マグニチュードの大きさ

や，震源距離，観測点への入射方位に依存せず，一

様に 0.6 程度大きくなっている（Fig. 17）．すなわち，

震源特性や伝播経路特性による地震波の増幅ではな

く，観測点近傍のサイト特性により Meew
(S)が大きく

なっていると考えられる． 

同様に Meew
(P)について，Mj との比較を Fig. 18 に

示す．Meew
(P)については，50μm を超える振幅を記録

したデータが限られ，また，推定された Meew
(P)のば

らつきが大きいが，全相 M でみられたような M の

シフトは見られず，概ね Mj と一致することがわか

る． 

 

3.4 考察 

Meew
(S)で 0.6 の増加，すなわち，振幅にして 4 倍も

の増幅があったにも関わらず，Meew
(P)ではそれほど

増幅の傾向が見られなかったことは重要な特徴であ

る． そこで，単純な仮定の下で，未固結堆積層にお

ける地震波増幅の傾向を確認した．Fig. 19のように，

単純な 2 層成層構造を仮定し，鉛直下方から入射す 
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Fig. 18 Correlation diagram between estimated Meew
(P) 

and Mj (above), and distribution of differences between 
Meew

(P) and Mj (below). Error bars indicate the range 
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る波を考えたとき，入射波の振幅 A0 から，地表の観

測点で観測される振幅 A の卓越周期（T）と増幅度

（A0/A）は，1/4 波長則（Tazime, 1956, 西川・他, 2008）

により，以下の式で表される． 

 

 T
4H
V

 (5) 

 
A
A

2
ρ V
ρ V

 (6) 

 

ここで，東南海 OBS の設置されている海底を考える．

2.2 節の走時補正での検討結果より，第 1 層の層厚

を 1km， Vp＝ 1.8km/s， Vp/Vs＝ 3.0，第 2 層を

Vp=3.0km/s，Vp/Vs=1.73 とし，密度は P 波速度と密

度の関係式（Ludwig et al.,1970），および中央防災会

議（2006）の値を参考に，ρ1=1.9g/cm3，ρ0= 2.1g/cm3

と仮定した．この構造での卓越周期と地盤増幅度は，

SH 波の場合，［Ts=6.67s，A/A0=6.37］，P 波の場合，

［Tp=2.22s，A/A0=3.68］となる．1/4 波長則で示さ

れる値は，Haskell のマトリックス法（Haskell, 1953）

を鉛直入射する波に適用した結果（Fig. 20）の 1 次

の卓越周期になると確認できる．(5)式において，P

波と S 波の速度差によって卓越周期が変わり，S 波

ではマグニチュードへの寄与の大きい周期 6 秒周辺

で大きく増幅されることになる．また，未固結の堆

積層中では Vp/Vs が大きくなるために， (6)式の

V0/V1 が S 波でより大きくなり，増幅度が大きくな

る．このように，海底の未固結堆積層での地震波増

幅は，特に Meew
(S)が大きくなる一因と考えられる．

もちろん，PS 変換波が不明瞭であった東南海 3 につ

いても増幅が明瞭であるように，実際の環境はこの

ように単純ではない．Nakanishi et al. (2002b) のよう

に，東南海 OBS の地下では，付加帯がレンズ状に堆

積していることが知られている．東南海 OBS の変位

振幅は S 波以降の後続波の振幅が長く続く傾向にあ

ること，また，東南海 OBS の陸側延長上に存在する，

静岡相良（SAGARA）の観測点でも，OBS ほどでは

ないが，0.3～0.4 ほどの Meew
(S) の過大がみられてい

ることは，この付加帯による増幅，あるいは盆地生

成表面波による増幅（例えば，川瀬，1993）も Meew
(S) 

増大に寄与していることを示しているかもしれない． 

 

４ まとめ 

東南海 OBS を緊急地震速報に活用する上での，走

時補正とマグニチュード補正について検討を行った． 

海底地震計における確からしい構造下での走時と，

JMA2001 との走時差より，観測点周辺では 0～3 秒

ほど走時が遅れる傾向にあることがわかった．この

走時差を補正値とすることで，テリトリー法による

領域は想定震源域内で 1 グリッド（0.1 度）程度縮

小する．グリッドサーチによる震源決定結果は，東

南海 OBS よりも陸側の想定震源域内ではほとんど

変化は見られなかった．また，海側では海溝軸付近

の活動を確からしい深さへと浅くする傾向が認めら

れたが，特に東南海 OBS のみでのグリッドサーチと

なる沖合の地震については，観測点の配置によって

ばらつきが大きくなる場合があった．OBS 間の補正

値を最適化することや，観測点配置による影響をグ

リッドサーチ手法に反映させることについては改善

の余地があり，今後の課題と考える． 
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Fig. 19 Schema of double-layer stratification model. 
 

Fig. 20 Amplification of Haskell's matrix method. 
Yellow arrows show the period estimated from the 
quarter wavelength law. 
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東南海 OBS の緊急地震速報全相マグニチュード

（Meew
(S)）は，Mj や周辺の陸上の観測点に比べ，平

均で 0.6 ほど大きくなる．Mj と Meew
(S)の差は，M の

大きさや震央距離，観測点への入射方位角によらな

いことから，サイト特性の影響によるものと考えら

れ，この差をマグニチュードの補正値とすることで

推定精度の向上が期待できる．これらの差について

は，未固結堆積層に 1/4 波長則を適用することでそ

の傾向を定性的に説明できる．なお，P 波 M（Meew
(P)）

では Meew
(S)ほどの顕著な増幅はみられなかった． 

東南海 OBS については，2008 年 10 月の運用開始

から約 3 年半が経過した．地震活動の低調な海域で

あるが，2011 年東北地方太平洋沖地震以後の全国的

に活発な地震活動もあり，今回の評価に至った．本

稿では，東南海 OBS の走時とマグニチュードの補正

に限って論じたが，B-∆法や主成分分析法などの現

地処理についても今後評価が必要であり，現在もデ

ータを蓄積しているところである．また，独立行政

法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）によって熊野灘

に設置されている地震・津波観測監視システム

（DONET）や，新たに計画が進んでいる DONET2

およびその他の OBS についても，積極的に利用して

いく必要があろう．ケーブル式海底地震計は緊急地

震速報において，海域で発生する地震を検知するた

めの前線観測点として今後も重要な役割を果たすと

期待される． 
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